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要約 
	 今年 3 月に北陸新幹線長野・金沢間が開業し、北陸への観光客の増加等による地域活性

化が注目されているが、同時に、北陸新幹線の代替輸送による経済効果も考えられる。そ

こで、本稿では東海道新幹線停止時の北陸新幹線の代替補完機能を定量的に評価すること

を目的に研究を行った。その結果、一日約 8万人の流動量、約 50億円の経済損失を回復で

きることが明確となった。これは、大規模地震等の災害によって東海道新幹線が長期間寸

断される可能性を考えると、北陸新幹線の便益項目として決して無視できる数字ではない

と考えられる。  
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1.	 はじめに	 

 

	 本年 3月に北陸新幹線の金沢・長野間が開業し、北陸地方への観光客の増大や新たな企

業の誘致に繋がるなど、新幹線には地域活性化の起爆剤として大きな期待が寄せられてい

る。その中で、石川県は北陸新幹線の開業による効果として、「時間短縮効果」「利便性・

安全性」「エコ」をあげている。中でも「利便性・安全性」の一つとして、東海道新幹線停

止時の代替輸送機能が考えられる。現在、東海道新幹線を除く、東西間を結ぶ新幹線は運

行しておらず、停止時の払い戻しによる JR各社の被害は年間 300億円1に上ると推計され

る。被害はそれだけにとどまらず、旅行取り止めによる消費の減少やビジネス機会損失が

発生すると考えられる。よって、代替補完機能を備えた北陸新幹線は、経済損失をある程

度おさえることが可能であると予想される。 

	 一方で、国・地方における厳しい財政状況が新幹線整備にも影響している。北陸新幹線

の金沢・敦賀間については、平成 37年度の完成・開業を 3年前倒しし、平成 34年度の完

成・開業を目指すことが決定された。しかし、敦賀・大阪間については財源不足等の理由

により、新規着工の決定は見送られている。北陸新幹線の大阪延伸には 低でも 5100億円
2程度の新たな建設費がかかることもあり、その必要性や効果に疑問を呈する声があるのも

事実である。 

	 本分析では、こうした現状を踏まえ、東西間を結ぶ鉄道交通機関である東海道新幹線が

雪害や地震などの災害によって停止した場合に、北陸新幹線が東西間移動のどの程度をカ

バーできるかを推定し、北陸新幹線が担い得る代替輸送機能を定量的に評価する。また、

既存の評価との比較を行った上で、北陸新幹線のさらなる延伸を考察する。 

	 本稿の構成は以下の通りである。まず、北陸新幹線の現状、建設目的、代替輸送能力の

上限について確認する。次に、選好モデルを用いて人々の旅行決定に対する運賃と貨幣化

した所要時間の合計である総費用の影響を説明する。また、得られた回帰式と北陸新幹線

による移動を選択する場合の総費用によって、回復流動量を推計した。さらに、得られた

回復流動量を使用し、消費額の減少とビジネス機会損失の回復額を求めた。そして、北陸

経済連合会による既存の評価との比較を行い。 後に、本稿の結論と今後の課題を述べる。 

 

                                                   
1	 国土交通省「鉄道輸送統計調査（過去 4年分）」を元に筆者算出。	 
2	 日刊建設工業新聞	 (2015.8.9)	 によれば、敦賀・大阪間のルートについては、①福井県小浜

市などを通る「小浜ルート」（延長１２３キロ、概算建設費９５００億円）②大津市などを通り

京都駅東側で東海道新幹線に合流する「湖西ルート」（８１キロ、７７００億円）③滋賀県長浜

市などを通り米原駅で東海道新幹線と合流する「米原ルート」（４４キロ、５１００億円）の３

案が浮上している。	 
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2.	 北陸新幹線の概要	 

 

	 本章では、北陸新幹線の現状と建設目的、予想能力の限界について議論する。 

2-1	 北陸新幹線の現状と目的3	 

北陸新幹線は、上信越・北陸地方を経由して東京都と大阪市とを結ぶ計画の整備新幹線

である。平成 27年 3月 14日に北陸新幹線が金沢まで開業しており、金沢・敦賀間につい

ては、平成 37年度の完成を 3年前倒しし、平成 34年度の開業を目指すことが決定されて

いる。加えて、福井駅の早期活用等についても検討されることとなっている。北陸新幹線

は、東京から大阪までを結ぶ計画であり、敦賀から大阪に至るルートはまだ決定されてい

ない。 

＜図 2-1 北陸新幹線の経路＞ 

出典：JR西日本北陸新幹線スペシャルサイト 

 
	 次に、北陸新幹線の建設目的について言及する。建設目的として以下のことが挙げられ

る。 

・代替補完機能4 

国土交通省は平成 23年 7月に東日本大震災を契機に災害に強い国土づくりを目指す方針

                                                   
3	 参考：石川県北陸新幹線 HP	 

http://www.pref.ishikawa.jp/shink/hokuriku-shinkansen/about.html	 
4	 参考：国土審議会政策部会防災国土づくり委員会	 (2011)	 『災害に強い国土づくりへの提言～

減災という発想にたった巨大災害への備え～』	 
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を固めた。同年に起こった東日本大震災時には、大量の帰宅困難者が街にあふれかえり宿

泊施設は瞬く間に満室となった。太平洋側では南海トラフ地震や東海地震等の発生も予測

されている今、災害時の代替交通手段の確保が急務である。加えて、東海道新幹線の徐行

運転・停止の大きな原因として、雪害がある。図 2-2より、季節による需要の変動も考えら

れるが、積雪量の多い 2月に旅客数が落ち込んでいることが見て取れる。 

 

 
＜図 2-2 月別新幹線旅客数＞ 

出典：鉄道輸送統計調査 (平成 22年度~平成 25年度) 

 

北陸新幹線は、北陸地方の積雪を考慮した設計となっており、雪の影響を受けにくいと

いう利点がある。よって、北陸新幹線は、大規模地震や積雪時の東海道新幹線の代替輸送

機関を確保する予定だ。東海道新幹線と比較して所要時間は 1 時間ほど増えてしまうが、

有効な代替手段となることが期待されている。新幹線停止被害額については浅見均 (2000) 

によると、東海道新幹線東京名古屋間が災害によって 90日間止まった場合の新幹線停止の

被害額は以下のように見積もられている。 

① 利用者損失：約 2000億円 

② 交通事業者損失：2000億から 4兆円 

③ 観光消費額減少：1000億から 1兆 5000億円 

	 以上のことから、大規模災害は不確実性の下にあるが、災害に強い国を目指す上で、代

替補完機能を備える北陸新幹線が果たす役割は大きいのではないだろうか。 
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・他の交通機関との役割分担 

移動距離に応じて自動車、鉄道、飛行機等の交通機関がそれぞれの特性を発揮し、補完

し合うことが交通体系の望ましい姿であると言われている。中距離帯では鉄道・新幹線の

分担率が高くなっている。一般的に、約 400kmまでは鉄道による輸送が好まれる傾向にあ

る。東京・大阪間の距離は、東海道新幹線では約 510km、北陸新幹線では約 700km であ

る。これは、鉄道の得意とする範囲を上回る距離であるが、中心部からのアクセスや搭乗

手続きにかかる時間を勘定すると鉄道の存在意義は大きい。 

 

 
＜図 2-3 移動手段別 CO2排出量＞ 

出典：東京都環境局 HP 

 

	 また、航空機や自動車と比較して新幹線は二酸化炭素排出量が少ないためエコな乗り物

であると言える。  
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2-2	 新幹線の輸送能力	 

	 次に、東海道新幹線と北陸新幹線それぞれの輸送能力に関して確認する。輸送能力の限

界と現在の平均輸送人数を以下のような手順で求めた。 

 

東海道新幹線（乗車率 100％の場合） 

⇒1日 217編成×1323名乗り＝287091 名／日 

平均乗車率が 62％より、利用者 175700名／日 

 

北陸新幹線（乗車率 100％の場合） 

⇒1日 52編成（あさま→630人定員 17編成、E7→934人定員 35編成）＝43400名／日 

平均乗車率が 47％より、利用者 20400名／日 

 

次に、東海道新幹線停止時の北陸新幹線の代替輸送能力の限界について議論する。緊急

時は、北陸新幹線が 130％の能力で輸送すると仮定する5。実際に開通していないため、何

本増便することが可能かは未知であるため、増便が全くない場合を推計した。 

 

北陸新幹線（乗車率 130％の場合） 

⇒1日 52編成（あさま→630人定員 17編成、E7→934人定員 35編成）＝43400名 

43400×1.3=56420名／日	 輸送可能 

現実の利用者 20400名／日を考慮し 

56420－20400≒36000名／日	 回復可能 

 

	 以上のことから、一日当たり 36000 人が北陸新幹線によって代替輸送が可能であるとの

結果となった。 

 

 

3.	 分析対象	 

 

	 本分析で取り扱う北陸新幹線は、未決定である敦賀・大阪間が延伸された全線開通時を

想定する。現在、東京大阪間の移動には航空機・鉄道・バスなどの手段が考えられるが、

今回は特に鉄道（新幹線）に焦点をあてる。また、東京・新大阪間の所要時間は、未だ不

                                                   
5 これは、GWなどのピーク時の乗車率を参考に設定した。 
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確定ではあるが、北陸経済連合会 (2011)を参考に以下のように仮定する。 

＜表 3-1東京・新大阪間の所要時間＞ 

 

 

4.	 分析手法・分析結果	 

	  

	 本章は、代替輸送による経済損失回復額を定量的に示すため、①選好モデルを用いた回

復流動量の推計②経済損失回復額の算出を行う。 後に、それらの手順によって得られた

結果を考察する。 

 

4-1	 回復流動量	 

	 本節では、選好モデルを用いて、人々の旅行における意思決定を表す流動量に対する総

費用の影響を明らかにし、得られた回帰式より北陸新幹線代替輸送による回復流動量を推

計する。今回の分析において以下の仮定を置くこととする。 

・東海道新幹線停止によって影響の出る地域を関東と中京・関西間に絞る。その理由は、

全国幹線旅客純流動調査においても、東北や中国地方の鉄道の流動量はほぼゼロであり、

元々航空機や乗用車による移動が主であるからである。 

・限定した地域では、鉄道利用者の代替交通手段としては真っ先に北陸新幹線が好まれる。 

空港までのアクセス時間や飛行機の搭乗手続きにかかる時間を考慮すると北陸新幹線で代

替するのが も所要時間を短縮し、なおかつ、運賃を安く抑えられると考えるからである。 

 

	 次に、分析に使用したデータは以下のとおりである。ここでは、関東から中京・関西圏

内の都道府県別 ODペアをサンプルとして使用した。サンプル数は 70である。 

 

東海道新幹線利用(通常時)	 	 約2時間30分	 	 
	 

北陸新幹線代替	 	 

ルート選択時	 	 

金沢延伸時	 	 約5時間	 	 +2時間30分	 	 

敦賀延伸時	 	 約4時間15分	 	 +1時間45分	 	 

全線開通時	 	 約3時間30分	 	 +1時間	 	 
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鉄道旅行目的別流動量	 

第５回(2010 年度)全国幹線旅客純流動調査	 

都道府県間流動表（出発地から目的地）	 

【代表交通機関別旅行目的別流動表・平日】	 

所要時間・運賃	 時刻表・運賃検索	 

出発地の時間単価	 平成 25 年度毎月勤労統計調査年報	 

目的地の名目県内総生産	 

（仕事）	 平成 24 年度県民経済計算について	 

目的地の魅力度ランキング	 

（観光）	 

地域ブランド調査 2014	 	 

都道府県ランキング	 

目的地の人口密度（私用）	 平成 22 年度国勢調査	 

＜表 4-1 分析に使用したデータと出典＞ 

 

	 次に、旅行目的別の回帰式の設定は以下の通りである。 

 

 被説明変数 説明変数   

仕事 流動量 総費用 目的地の県内総生産 東京ダミー 

観光 同上 同上 目的地の魅力度	 

ランキング	 

同上 

私用 同上 同上 目的地の人口密度 同上 

＜表 4-2 旅行目的別回帰式の説明変数＞ 

 

	 仕事、観光、私用（帰省や知人との面会）の各旅行目的における行き先決定に影響する

と予想される説明変数を総費用に加えた。また、出発地が東京である場合、旅行人数が桁

違いに多い為、東京ダミーも説明変数として使用した。また、被説明変数のデータの性質

上、Tobitモデルとして回帰を行った。 

	 次に、回帰結果について議論する。表 4-3は、それぞれの係数と括弧内に t値を示してい

る。全ての係数は 5%以上で有意であり、予測される符号と一致している。よって、モデル

にはある程度の説明力があると判断した。 
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＜表 4-3 回帰結果＞ 

 

	 続いて、回復流動量の推計を行う。表 4-4は、得られた目的別の回帰式に北陸新幹線利用

時の総費用6を代入し、推計した回復流動量である。流動量がマイナスとなったものはゼロ

として各 OD ペアの流動量を合計した。結果から、一日当たり合計 8 万人の回復流動量が

見込まれることが明らかとなった。これは、筆者が推計した北陸新幹線の代替輸送能力の

限界、つまり 3 万 6 千人を大幅に超えるものであり、緊急時には現在の運行本数を約 2 倍

にし、より高い乗車率での運行が求められることが考えられる。 

 

	 	 回復流動量（人）	 

仕事	 74092	 

観光	 10766	 

私用	 9337	 

＜表 4-4 北陸新幹線代替輸送による旅行目的別回復流動量＞ 

 

4-2	 経済損失回復額	 

	 本節では、前節で推計した回復流動量をもとに、経済損失回復額の算出を行う。ここで

の経済損失回復額は、北陸新幹線による代替輸送によって回復された経済損失、移動を選

択した人々によって実現される経済効果を指す。本研究では、北陸経済連合会 (2011) を参

考に、①旅行目的別消費の回復②ビジネス機会損失の回復が経済損失回復額とした。 

 

4-2-1 消費の回復 

	 本項では、旅行目的別一人当たり平均消費額に回復流動量を乗ずることで旅行目的別消

                                                   
6 現在の北陸新幹線の東京・金沢区間の運賃を参考に、東京・新大阪間の運賃は東海道新幹線と
同額と仮定する。また、前述の通り東京・新大阪間の所要時間は 1時間のプラスになるとした。 

 定数項 総費用 目的別説明変数 東京ダミー Pseudo𝑅!  

仕

事 

1892.473** 

(2.25) 

-0.10746*** 

(-3.19) 

0.0000644*** 

(4.24) 

3692.271*** 

(7.31) 

0.0504 

観

光 

1074.319*** 

(6.28) 

-0.03471*** 

(-4.80) 

-14.4797*** 

(-5.21)	 

531.063*** 

(5.26) 

0.0743 

私

用 

678.702*** 

(5.93) 

-0.03219*** 

(-6.25) 

0.07449*** 

(3.79) 

467.6246*** 

(6.41) 

0.0849 
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費の回復額の算出を行う。旅行目的別一人当たり平均消費額は表 4-5に示した通りである。 

 

	 	 一人当たり平均消費額（円）	 

仕事	 29249.5	 

観光	 32996.8	 

私用	 31363.3	 

＜表 4-5 旅行目的別一人当たり平均消費額＞ 

出典：「平成２５年度	 旅行・観光産業の経済効果 に関する調査研究」より筆者算出 

 

	 これに、4-1で求めた回復流動量を乗ずることで、消費回復額を求める。表 4-6は目的別

の消費回復額を示している。推計によって、一日当たり消費回復額が約 28億円に上ること

が明らかとなった。 

 

	 	 消費回復額（億円）	 

仕事	 21.671	 

観光	 3.552	 

私用	 2.928	 

＜表 4-6 旅行目的別消費回復額＞ 

 

4-2-2	 ビジネス機会損失の回復 

	 本項では、ビジネス機会損失の回復額を算出する。これは、ビジネス機会の経済価値と

して、出張一人一回当たりの出張時間価値に回復流動量を乗ずることで求めることができ

る。出張一人一回当たりの出張時間価値の算出において、平均時間単価と平均出張宿泊数、

日帰り出張平均時間の加重平均に基づく出張一回の労働時間を使用した。 

 

出張時間価値（円）	 30507.7	 

＜表 4-7 出張一人一回当たりの出張時間価値＞ 

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査	 平成 27年 5月分結果確報 (表 1.2)」 

観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究 IX (2009.3)」より筆者算出 

 

	 これに、4-1で求めた回復流動量を乗ずることで、ビジネス機会損失の回復額を推計する。

よって、約 22億円のビジネス機会損失の回復という経済効果が得られることが確認された。 
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出張時間価値（円）	 	 回復ビジネス流動量（人）	 損失回復額（億円）	 

30507.7	 74091.9	 22.6	 

＜表 4-8 ビジネス機会損失の回復額＞ 

 

4-3	 結果の考察	 

	 前章で推計された各経済損失回復額を合わせると、約 50億円となった。つまり、北陸新

幹線の代替輸送によって、東海道新幹線停止による一日当たりの経済損失を約 50 億円7減

少させることが可能であり、一年に一日停止するとしても、十年間で約 500 億円の経済効

果となる。さらに、静岡県付近での発生が予測される東海地震や津波によって、災害発生

から 1カ月間東西間鉄道交通網が寸断する仮定を置くと、損失回復額の合計は約 1500億に

上る。これは、北陸新幹線の便益項目として決して無視できる数字ではないと言えるので

はないだろうか。 

 

 

5.	 既存の評価との比較	 

 

	 本章では、既存の評価との比較を行う。北陸経済連合会 (2011) によれば、前線開通時の

経済損失回復額は、消費において 16 億円、ビジネス機会損失回復額は 8 億円であり合計

24億円と推定されている。 

 

評価主体 仕事・回復流動量 

（経済損失回復額） 

観光・回復流動量 

（経済損失回復額） 

私用・回復流動量 

（経済損失回復額） 

北陸経済連合会 25000人 

（15億円） 

10000人 

（4億円） 

14000人 

（5億円） 

本研究 74092	 

（約 44 億円） 

10766	 

（約 3.5 億円） 

9337	 

（約 3億円） 

＜表 5-1北陸経済連合会による評価結果との比較＞ 

出典：北陸経済連合会 (2011) 「北陸新幹線による東海道新幹線の代替補完機能評価」 

 

                                                   
7 この経済効果額は回復流動量を 8万人/日として求めたものであり、2-2で求めた輸送能力の上
限、3.6万人は参考までに推計したものである。 
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	 詳細な分析手法が述べられていないため、明確な議論は不可能であるが、本研究で得ら

れた結果との違いが生じた要因は以下のものであると考えられる。1点目に、使用したデー

タの年度・種類の違いである。本研究では、データを更新して分析を行った。さらに、交

通機関別旅行目的別流動量の平日のデータを使用したため、仕事を目的とした旅行客数が

多くなったと予想する。2 点目に、分析仮定の違いである。北陸経済連合会 (2011) では、

東北、甲信越、中国地方を含むより広い地域が災害の影響を受け、かつ、交通機関を超え

た代替8を考慮するため回復流動量の推計結果に差が出たと考えられる。3 点目に、輸送上

限に関する違いである。本稿では、増便または乗車率の上昇により、推計された回復流動

量 8 万人全員が北陸新幹線で輸送されることを仮定している。物理的な輸送上限を厳密に

検討していないことも北陸経済連合会 (2011)との違いを生んだ一つの要因であろう。 

 

 

6.	 結論	 

 

	 本章では、本研究のまとめを述べる。本研究は、北陸新幹線の代替補完機能に着目し、

その経済効果の推定を行った。そして、一日当たり回復流動量は約 8 万人、経済損失回復

額は約 50億円に上ることが明確となった。これに対して、北陸新幹線の建設費は長野・金

沢区間で 17,342 億円、金沢・敦賀間で 11,600億円である。ルート未決定の敦賀・大阪間

は 低でも 5,100 億円の建設費が見込まれている。この莫大な建設費に対して、代替補完

効果のみで北陸新幹線の延伸の是非を議論することは不可能である。しかし、約 50億円と

いう規模の経済損失回復が見込まれるため、建設を後押しする一つの結果であることは間

違い無い。他の便益項目と合わせて費用対効果を考える必要がある。 

	 また、北陸新幹線の今後の展開にも触れておく。今月 6 日には、北陸新幹線敦賀・大阪

間の早期着工に向けてルートを選定するための本格協議が、与党のプロジェクトチームで

始まった。その中で、平成 34年度に金沢・敦賀間の開業が予定されているのを踏まえ、早

期のルート案決定を目指している。今後、北陸新幹線の全線開通に向けて、大きな進展が

期待されるため、どのような決定がなされるか政府の動向を追いたい。 

 

 

 

 

                                                   
8北陸経済連合会 (2011)では、航空機による代替輸送は上限まで行われると仮定されている。 
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7.	 今後の課題	 

	  

	 後に、本分析における限界と今後の課題を挙げておく。 

・分析の仮定とデータの制約 

	 本研究では、回帰モデルを選択する上で、鉄道利用者のみが北陸新幹線を選択する、ま

たは諦めるという仮定を置いた。しかし、実際には、航空による代替や、乗用車・バスの

迂回という選択をする可能性も捨てきれないため、この点を加味する必要があると考える。 

また、交通機関別旅行目的別流動量は平日・休日のみ公開されており、今回は平日を使用

した為、仕事を目的とした流動量が多くなったと考える。休日を使用した場合、経済損失

回復額は変わってくる可能性もあることをここで言及しておく。同時に、国土交通省には

交通機関別旅行目的別流動量においても年間の流動量データを公表することを求める。 

・感度分析 

	 本研究では、不確実性を考慮した感度分析を行うことができなかった。変化が予想され

るものとして、北陸新幹線の乗車率がある。現在の東京−金沢間が開業している状態での北

陸新幹線の乗車率 (47%)は、全線開通によって上昇することが予測されるからである。今

後、このような不確実性を踏まえた上での感度分析を行うべきである。 

・延伸の是非 

	 本研究では、代替補完機能に特化したため、費用便益分析の観点から北陸新幹線延伸の

是非を明言することはできなかった。現在、敦賀・大阪間のルートが決定していないため、

国土交通省による費用便益分析は金沢・敦賀間までしか発表されていない。代替輸送によ

る経済効果を便益項目に追加して延伸を評価することが可能であれば、より有益な研究と

なったと考える。 

・リニア中央新幹線との競合 

	 現在建設中のリニア中央新幹線も東海道新幹線の代替となり得ることから、本研究によ

って得られた北陸新幹線の代替輸送による経済効果は見込めない可能性がある。予想され

るリニア中央新幹線開業は 2027 年9とかなり先のことではあるが、敦賀・大阪間の延伸を

決定する上で、その競合を想定して分析を行うことは有益である。本研究では、取り扱う

ことができなかったため、今後の課題としたい。 

 

	 

 

                                                   
9品川・名古屋間のみ 2027 年に開業予定である。	 
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